
1．地域の経済動向調査に関すること【指針③】 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

（１）奥州市景気動向調査（四半期毎）の実施【継続】
　　　奥州市全体及び業種毎の景気動向を四半期ごとに把握するため、前沢商
　工会と連携し、業態・規模を勘案して抽出した４００事業所を対象に奥州市景
　気動向調査を引き続き実施する。

実施回数
4回

4回
景気動向調査を四半期ごとに実施。
調査結果は新聞、ホームページにおいて公表。

Ａ Ａ

（２）通行量調査（年２回）の実施【継続】
　　 小規模事業者が多い水沢・江刺内の通行量（ヒトの流れ）の実態把握のた
　 め、通行量調査を引き続き実施する。

実施回数
2回

2回 水沢・江刺の市街地通行量調査を８月の第１日曜日・月曜日の２日間実施。 Ａ Ａ

（３）移動商工会議所（年４回）の実施【継続】
　　　奥州市景気動向調査による奥州市全域の地域経済動向調査に加え、地
　　域別の経済動向の的確な情報把握や当所に対する意見・要望の取りまと
　　めを目的として、毎年４地域で開催している移動商工会議所を引き続き実
　　施し、小規模事業者の｢生の声｣をヒアリングする事により、地域別の経済
　　動向の把握を行う。
　　　なお、ヒアリングを行う対象者の選定については、奥州市景気動向調査
　　の結果により、景況感の悪化している業種を中心に選定するが、すべての
　　業種からヒアリングができるように考慮し、選定する。

実施回数
4回

4回

水沢・江刺・胆沢・衣川の4地区で開催し、小規模事業者91名が参加。
水沢―39名（内、小規模事業者27名）
江刺―36名（内、小規模事業者22名）
胆沢―33名（内、小規模事業者28名）
衣川―14名（内、小規模事業者14名）

Ａ Ａ

（４）調査結果の提供及び活用方法
　　　奥州市景気動向調査（四半期毎）や通行量調査（年１回）、移動商工会議
　　所（年４回）でのヒアリング調査結果については、その都度、整理・分析した
　　後、概ね１カ月後に、従来の当所会報や地元新聞等を通じての広報活動を
　　継続するとともに、広報活動と同時に詳細版を当所ホームページに掲載し、
　　誰でも閲覧可能とするとともに、経営相談等を通じて、事業者に提供し、経
　　営分析及び事業計画策定等に活用していく。
　　　また、調査結果を基に、支援対象の選定や、地域活性化・産業振興の施
　　策等に関する行政要望活動の資料としても活用していくとともに、奥州市
　　人口動態調査、日本商工会議所が実施する「LOBO調査」や各金融機関等
　　の外部機関の調査結果も踏まえ、多角的な視点により、正確な地域経済動
　　向の把握を行い、経営分析及び事業計画策定等の支援事業に活用してい
　　く。

要望活動
1回

1回

景気動向調査・通行量調査の結果については、会報・地元新聞への広報活
動の他、ホームページにて公表した。
また、移動商工会議所などでヒアリングした内容を基に、奥州市に対して、地
域振興・産業振興・小規模事業者の生産性向上等について、7月に要望を実
施した。

Ａ Ａ

Ⅰ．経営発達支援事業の内容

令和３年度経営発達支援計画評価表

【評価】 Ａ：目標達成（90％以上） Ｂ：概ね達成（70～89％） Ｃ：半分程度達成（50～69％）
Ｄ：未達成（1～49％） Ｅ：未着手（0％）
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令和３年度経営発達支援計画評価表

【評価】 Ａ：目標達成（90％以上） Ｂ：概ね達成（70～89％） Ｃ：半分程度達成（50～69％）
Ｄ：未達成（1～49％） Ｅ：未着手（0％）

２．経営状況の分析に関すること【指針①】 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

（１）経営状況の分析を行う対象者の掘り起し
　　　経営状況の分析を行う事業者については、奥州市景気動向調査の結果
　　や、巡回相談を通して、経営状況の分析の必要性を説明し、掘り起しを行
　　う。
　　　①奥州市景気動向調査の結果を踏まえ、景況感悪化の業種を絞り、支
　　　　援対象者を選定し、巡回相談を行い、経営状況の分析の必要性を説
　　　　明し、掘り起しを行う。
　　　②通常の巡回相談（金融相談、税務相談、労働相談等）においても、
　　　　自社の経営状況を見つめ直す重要性を認識してもらい、経営状況の分
　　　　析を行う事業者の掘り起しを行う。

相談回数
6,200回

（巡回・窓
口）

6,331回
新型コロナウイルス感染症の影響に関する、経営・金融・税務などの相談が
多くを占めた。

Ａ Ａ

（２）経営状況の分析方法
　　　経営状況の分析については、経営指導員による財務諸表での分析、小規
　　模事業者とのヒアリングを通しての経営資源（固定財産・商品・技術又はノ
　　ウハウ・従業員等）の分析を行うとともに、より高度で専門的な分析につい
　　ては、専門家による分析を行う。
　　　①財務諸表の分析
　　　　巡回相談時において、小規模事業者より財務諸表等の資料を提供して
　　　　もらい、経営指導員等が中小企業基盤整備機構等のホームページ
　　　　（Ｊ－Ｎｅｔ２１）等を活用しての財務及び経営状況等の分析を行い、小規
　　　　模事業者に提供していく。

財務状況
把握件数

180件
243件

金融相談･税務相談において、財務諸表の分析を実施した。
（金融-147件・税務－96件）

A A

経営資源
分析件数

80件
103件

財務諸表分析時や、持続化補助金申請相談時において実施した。
（金融相談―78件・持続化補助金―16件・事業再構築補助金5件、もの補助
1件、経営力向上計画3件）

A A

経営
分析件数

80件
94件

財務諸表分析時や、持続化補助金申請時において実施した。
（金融相談―78件・持続化補助金―16件）

A A

　　　③専門家による分析
　　　　より高度で専門的な分析については、専門知識を有する岩手県のエキス
　　　パートバンクやミラサポの専門家派遣事業を有効活用しながら、専門家と
　　　連携することで、様々な経営資源等の項目を基に経営分析を行う。

専門家
分析件数

15件
14件

各種補助金申請時等において、各専門家派遣事業を活用して実施。
岩手県事業継続伴走型支援事業-14件

A A

　　　②経営資源（固定財産・商品・技術又はノウハウ・従業員等）の分析
　　　　財務諸表の分析を行った小規模事業者に対し、保有する全ての経営資
　　　源（固定財産・商品・技術又はノウハウ・後継者の有無・従業員等）につい
　　　て、ヒアリングを行い、財務諸表分析結果も踏まえた経営資源の分析を
　　　行い、強み・弱みの把握や課題抽出を行い、事業計画策定に結びつけて
　　　いく。
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令和３年度経営発達支援計画評価表

【評価】 Ａ：目標達成（90％以上） Ｂ：概ね達成（70～89％） Ｃ：半分程度達成（50～69％）
Ｄ：未達成（1～49％） Ｅ：未着手（0％）

３．事業計画策定支援に関すること【指針②】 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

セミナー
参加者数

80人
35人

事業再構築補助金及び小規模事業者持続化補助金の申請へ向けた経営計
画の必要性、検討の視点・計画完成までの手順を学ぶセミナーを開催した。
【コロナ禍におけるセミナー開催の事情を考慮】

B B

相談会
参加者数

40人
58人

事業再構築補助金及び小規模事業者持続化補助金申請に向けて、専門家
と個別に計画策定を行った。

Ａ Ａ

策定件数
35件

22件
事業再構築補助金及び小規模事業者持続化補助金、ものづくり補助金申請
へ向けた、経営計画作成の支援を行なった。

C B

セミナー
参加者数

25人
15人

奥州市の創業支援事業の一環として、創業支援セミナーを12月に開催した
【コロナ禍におけるセミナー開催の事情を考慮】

B B

策定件数
25件

12件

開業資金借り入れ時の創業計画書の策定支援2件の他、各種創業支援補助
金申請時の計画書の策定支援10件を行った。内1件は事業承継・引継ぎ補
助金「創業支援型」へ申請し採択された。

B B

セミナー
参加者数

25人
33人

事業再構築補助金セミナーを１０月に実施。また、創業支援セミナーの一コマ
として新事業展開や業態転換の内容を実施した。

A A

策定件数
10件

　6件
事業再構築補助金5件、ものづくり等補助金1件の事業計画作成の支援を行
なった。

B B

セミナー
参加者数

25人
未実施

新型コロナウイルス感染症の影響により未実施。
【コロナの影響による未実施事業のため、評価対象外】

― E

策定件数
10件

0件
事業承継診断（44件）及び事業承継引継ぎ支援センターのチラシ配布等を通
じて、事業者の掘り起しを行っているが、計画策定支援までは至った事業者
はなし。

C
（掘り起し
実施の為）

C

（１）既存事業者の事業計画策定支援（１事業者につき、３回程度を想定）
　　　巡回相談や事業計画策定セミナー・個別相談会により作成手法について
　　説明を行い、１度、事業者自身に事業計画を記載してもらう。その後、担当
　　経営指導員等が経済動向や需要動向、経営状況を踏まえた事業計画とな
　　っているか等を確認しながら、完成まで支援を行なっていく。

（２）創業希望者の事業計画策定支援（１事業者につき、５回程度を想定）
　　　奥州市・水沢信用金庫と連携して創業支援セミナーを実施し、創業希望者
　　の掘り起こしを行い、事業計画作成手法の説明や、通行量調査や空き店舗
　　情報など計画策定に必要と思われる参考資料を提供し、担当経営指導員が
　　創業希望者にヒアリングを行い、経済動向や需要動向を踏まえた事業計画
　　を作成していく。

（３）新事業展開等を目指す事業者の事業計画策定支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１事業者につき、５回程度を想定）
　　　新事業展開等の経営の新たな事業展開や拡大を目指す事業者に対して
　　は、新事業展開などに関するセミナーで、他の事業者の先進事例を紹介
　　するとともに、巡回相談等により具体的な事業展開の目的などを担当経
　　営指導員が事業者にヒアリングを行いながら、事業計画を作成していく。
　　　なお、新事業展開は、異分野進出や事業転換などの高度で専門的な知識
　　を有する計画策定のため、担当経営指導員が同席の上、中小企業診断士や
　　岩手県エキスパートバンク、岩手県よろず支援拠点、いわて産業振興セン
　　ターなどの専門家による必要な指導・助言を行いながら、完成まで支援を
　　行なっていく。

（４）事業承継に関する事業計画策定支援（１事業者につき、５回程度を想定）
　　　事業承継に関する事業計画の策定支援については、事業承継セミナーに
　　おいて作成手法の説明や活用できる支援施策の紹介を行うが、事業承継は
　　経営資源の相続、後継者の経営ノウハウの取得、取引先・従業員との信頼
　　関係構築など、より高度で専門的な知識を有する計画策定のため、担当経
　　営指導員が同席の上、岩手県事業引継ぎ支援センターや弁護士、税理士等
　　の専門家による必要な指導・助言を行いながら、完成まで支援を行なって
　　いく。
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令和３年度経営発達支援計画評価表

【評価】 Ａ：目標達成（90％以上） Ｂ：概ね達成（70～89％） Ｃ：半分程度達成（50～69％）
Ｄ：未達成（1～49％） Ｅ：未着手（0％）

４．事業計画策定後の実施支援に関すること【指針②】 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

（１）既存事業者に対する実施支援（１事業者につき年４回程度）
　　　事業計画策定後に、進捗状況の確認を行い、検証や計画の見直しを行う
　　ため、３カ月に１度程度、巡回相談等を実施する。
　　　なお、その際に、事業実施に活用できる国、岩手県、奥州市、中小企業基
　　盤整備機構等の各種支援策等の情報提供を行い、事業実施に伴う販路開
　　拓支援や資金調達支援等、必要な指導・助言などのフォローアップを実施す
　　るとともに、進捗状況や各種施策の活用状況、指導・助言等の支援内容を電
　　子カルテで共有し、継続した伴走型の支援を実施する。
　　　また、技術開発等の高度な課題については、岩手県エキスパートバンクや
　　岩手県よろず支援拠点等からの専門家派遣を実施し、課題解決に向け、必
　　要な指導・助言を行う。

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
件数
140件

87件
令和元年度補正予算及び令和２年度補正予算の小規模事業者持続化補助
金採択事業者20者の事業実施の実行支援を行なった。（１事業者につき３～
５回実施）

B B

（２）創業者に対する実施支援（１事業者につき年６回程度）
　　　創業者に対する支援は、新たなビジネスモデルを構築し、定着させていく
　　ためにも、きめ細やかな支援が必要である。そのため、巡回相談等２カ月に
　　１度程度と、フォローアップの頻度を高め、進捗状況の確認を行い、経営が
　　軌道にのるように、利益確保のための販路開拓支援や各種支援策の情報
　　提供や活用に向けて必要な指導・助言を行うなどのフォローアップを実施す
　　るとともに、進捗状況や各種施策の活用状況、指導・助言等の支援内容を
　　電子カルテで共有し、継続した伴走型の支援を実施する。
　　　また、記帳指導や税務相談による財務状況の把握を行い、資金調達のサ
　　ポートも併せて行っていく。

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
件数
150件

64件

各種支援策の情報提供や記帳指導などの支援を実施した。
（創業計画策定事業者12者に対するフォローアップ―経営全般28件・金融9
件・税務10件､合計47件）
※その他に創業希望者（15人）に対する相談件数17件

Ｄ D

（３）新事業展開等を行う事業者に対する実施支援（１事業者につき年４回程度）
　　　新事業展開等の経営の新たな事業展開や拡大を行う事業者に対する支援
　　は、巡回相談等を３カ月に１度程度実施し、進捗状況の確認を行い、販路開
　　拓支援や海外展開支援、資金調達支援など事業実施に伴う国、岩手県、奥
　　州市、中小企業基盤整備機構等の各種支援策等の情報提供及び活用に向
　　けて、必要な指導・助言を行うなどのフォローアップを実施する。
　　　なお、進捗状況や各種施策の活用状況、指導・助言等の支援内容を電子カ
　　ルテで共有し、継続した伴走型の支援を実施する。
　　　また、異分野進出・海外展開・技術開発等の高度な課題については、岩手
　　県エキスパートバンク・いわて産業振興センター・岩手県よろず支援拠点など
　　の専門家派遣を実施し、課題解決に向け、必要な指導・助言を行う。

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
件数
40件

65件
事業再構築補助金による新事業展開へ取り組む事業者5者に対するフォ
ローアップ25件の他、持続化補助金におけるビジネスモデルの転換事業者
10者に対するフォローアップ40件。

Ａ Ａ

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
件数
40件

１件
後継者不在事業者１者を事業承継・引継ぎ支援センターの後継者人材バン
クへ登録したが、事業主が急逝したことにより廃業手続きのフォローアップを
実施。

Ｄ Ｄ

ｾﾐﾅｰ
参加者数

40人
未実施

新型コロナウイルス感染症の影響により未実施。
【コロナの影響による未実施事業のため、評価対象外】

― E

（５）専門家による実施支援（フォローアップ）
　　　既存事業者や新事業展開を行う事業者の異分野進出・海外展開・技術開
　　発等の高度な課題については、岩手県エキスパートバンクや岩手県よろず
　　支援拠点等からの専門家派遣を実施し、課題解決に向け、必要な指導・助
　　言を行う。

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
件数
15件

18件 定例相談においては、金融相談18件の支援を行った。 Ａ Ａ

ｾﾐﾅｰ
実施回数

6回
1回 コミュニケーション術のセミナーを11月に実施した。 Ｄ Ｄ

ｾﾐﾅｰ
参加者数

180人
52人 コミュニケーション術のセミナー52名。 Ｄ Ｄ

（４）事業承継計画に対する実施支援（１事業者につき年４回程度）
　　　事業承継計画を策定した事業者に対する支援は、巡回訪問等を３カ月に
　　１度程度実施し、進捗状況の確認を行うとともに、事業実施に活用できる国、
　　岩手県、奥州市、中小企業基盤整備機構等の各種支援策や税制優遇等の
　　情報提供、事業実施に必要な資金調達支援等を行うとともに、岩手県事業
　　引継ぎ支援センターや弁護士、税理士等の専門家と連携し、必要な指導・
　　助言を行うなどのフォローアップを実施する。
　　　なお、進捗状況や各種施策の活用状況、指導・助言内容を電子カルテに記
　　載し、継続した伴走型の支援を実施する。
　　　また、事業承継の受け手となる後継者に対して、資質向上の図るため、人

（６）セミナーの開催による事業実施支援
　　　計画策定した事業を効果的、効率的に実施するためには、その手法等の
　　専門的な知識やスキルが必要な場合が想定され、その手法や知識やスキル
　　を取得するため、各種セミナーを開催する。
　　　①セミナー内容　ＩＴ活用・海外展開・ＰＯＰ・商品開発・技術開発・生産性向
上等
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令和３年度経営発達支援計画評価表

【評価】 Ａ：目標達成（90％以上） Ｂ：概ね達成（70～89％） Ｃ：半分程度達成（50～69％）
Ｄ：未達成（1～49％） Ｅ：未着手（0％）

５．需要動向調査に関すること【指針③】 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

実施回数
2回

未実施

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、飲食を伴う事業であるオープ
ンカフェ事業は実施出来なかったが、テイクアウトのみのイベント「エール飯
フェスタ」を開催し6者が出店した。
【コロナの影響による未実施事業のため、評価対象外】

― Ｅ

支援
事業者数

8者
未実施

新型コロナウイルス感染症の感染防止対策により、会場での飲食不可であっ
たことから試食による調査は実施出来なかった。

【コロナの影響による未実施事業のため、評価対象外】

― Ｅ

【在京県人会】
実施回数

2回
未実施

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、感染拡大地域への移動が制
限されていたため、調査を行うことが出来なかった。

【コロナの影響による未実施事業のため、評価対象外】

― Ｅ

【在京県人会】
支援事業者数

8者
未実施

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、在京県人会の総会を含む各
事業が中止となり、調査・PRともに行うことが出来なかった。

【コロナの影響による未実施事業のため、評価対象外】

― Ｅ

【アンテナショップ】

実施回数
2回

未実施

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、感染拡大地域への移動が制
限されていたため、調査を行うことが出来なかった。

【コロナの影響による未実施事業のため、評価対象外】

― Ｅ

【アンテナショップ】

支援事業者数

8者
未実施

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、感染拡大地域への移動が制
限されていたため、調査を行うことが出来なかった。

【コロナの影響による未実施事業のため、評価対象外】

― Ｅ

（３）需要動向を知るための情報収集及び提供
　　　売れる商品・サービスを提供するためには、需要動向に基づき新商品・
　　サービスの開発や販路開拓を行っていく事が重要である。そこで、経営分
　　析を行った事業者に対して、需要動向を見据えた事業計画の策定に活用
　　してもらうために、日経流通新聞や専門誌の購読、日経テレコンＰＯＳ ＥＹ
　　ＥＳ及び東京商工リサーチの活用やふるさと納税関連ホームページにより、
　　業界の動向や消費者の需要動向の情報収集を行う。
　　　また、情報収集したものについては、事業計画・商品開発・販路開拓の
　　参考資料として活用できるように整理・分析を行い、巡回相談時に情報提
　　供を行う。

事業者数
80件

情報収集件
数

31件
整理・分析

件数
0件

補助金申請時等において、情報収集を行ったが、整理・分析は未実施。 Ｄ Ｄ

（１）まちなかオープンカフェ事業による需要動向調査【年２回】
　　　地域において、菓子や麺類等の食品製造業者等の取り扱う商品が、地域
　　の最終ユーザーである消費者に、どのような評価を受けているかの需要動向
　　調査を実施する。調査については、毎月１回、市内ホテルのオープンカフェを
　　活用し、菓子・麺類・郷土食などテーマ別に集め、地域住民に対して、商品の
　　販売・ＰＲを行うために開催する「まちなかオープンカフェ事業」を活用し、年２
　　回実施する。
　　　なお、調査対象事業者は１回につき、２事業者を選定し、１事業者から２品
　　程度、商品を出品してもらい、来場者へ提供し、担当職員等が商品に対する
　　満足度について、聞き取り調査を行う。
　　　また、調査結果については、整理・分析し、事業者に対してフィードバック
　　し、今後の商品開発・改良・販路開拓等に活用していく。

（２）大都市圏での物産展を通じての需要動向調査【年４回】
　　　当地域の地域資源を活用した地場産品や特産品を取り扱う事業者の商品
　　が、大都市圏の最終ユーザーである消費者に、どのような評価を受けている
　　かの需要動向調査を実施する。調査については、首都圏にある当地域の在
　　京県人会を対象とする物産展（年２回）や岩手県のアンテナショップ（大阪・
　　福岡）での物産展（年２回）において実施する。
　　　なお、調査対象事業者は１回につき、２事業者を選定し、１事業者から２品
　　程度、商品を出品してもらい、消費者へ提供し、担当職員等が商品に対する
　　満足度や当市で興味のある特産品について、聞き取り調査を行う。
　　　また、調査結果については、整理・分析し、事業者に対してフィードバック
　　し、今後の商品開発・改良・販路開拓等に活用していく。
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令和３年度経営発達支援計画評価表

【評価】 Ａ：目標達成（90％以上） Ｂ：概ね達成（70～89％） Ｃ：半分程度達成（50～69％）
Ｄ：未達成（1～49％） Ｅ：未着手（0％）

６．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること【指針④】 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

参加
事業者数

35者
未実施

新型コロナウイルス感染症の影響により未実施。
【コロナの影響による未実施事業のため、評価対象外】

― Ｅ

売上増加
事業者数

18者
未実施

新型コロナウイルス感染症の影響により未実施。
【コロナの影響による未実施事業のため、評価対象外】

― Ｅ

参加
事業者数

15者
未実施

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、感染拡大地域への移動が制
限されていたため、調査を行うことが出来なかった。

【コロナの影響による未実施事業のため、評価対象外】

― Ｅ

売上増加
事業者数

10者
未実施

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、感染拡大地域への移動が制
限されていたため、調査を行うことが出来なかった。

【コロナの影響による未実施事業のため、評価対象外】

― Ｅ

登録
事業者数

70者
26者

「奥州情報サイト」から商工会議所・商工会運営の商取引サイト「ザ・ビジネス
モール」へ変更し、随時登録企業を募っている。（全国の登録事業者数－26
万社）
※飲食店支援SNS「#奥州エール飯」を活用により販路開拓支援を実施。

Ｄ Ｄ

製造業登録
事業者数

70者
5者

「ザ・ビジネスモール」内の製造業向け取引支援サービス「ＢＭファクトリー」を
活用した。

Ｄ Ｄ

受注
成約件数

20件
0件

ビジネスモールは取引成約時に登録者からの申し出がないと、当所での把
握ができず、3月末現在での把握件数は0件

― Ｄ

支援
事業者数

20者
259者

新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けている地元飲食店を支援する
ため、飲食店応援チケットを配布。記者会見によるプレスリリース及び地元新
聞への広告掲載を行うことで、参加事業者を募るとともに、市民への購買促
進を図り、販路開拓支援を行った。奥州市内登録店舗数は241店であった。

Ａ Ａ

販路拡大
事業者数

10者
259者

全ての事業者において、常連客や利用客が応援チケット利用などにより売上
が増加している。

Ａ Ａ

（１）まちなかオープンカフェ事業による販路開拓支援【年１２回】
　　　地域住民への販路開拓を目指す事業者に対し、毎月１回、市内ホテルの
　　オープンカフェを活用し、菓子・麺類・郷土食などテーマ別に集め、地域住民
　　に対し、商品の販売、ＰＲを行うまちなかオープンカフェ事業に出品してもら
　　い、販路開拓支援を行う。
　　　なお、事前に事業者への説明会の実施や出展前に事業者と協議の上、需
　　要動向を踏まえた商品の選定、地域住民に対する広報活動の実施、当日の
　　陳列・接客へのアドバイス、来場者の訴求効果が高まるようなチラシ（わかり
　　やすい商品紹介やレシピ・食べ方の工夫、企業情報等を記載）の作成指導な
　　ど、売上の増加を図るための支援を行う。
　　　また、販路開拓支援を実施した後、商品に対する魅力・販売時期や販売方
　　法等の課題を抽出し、専門家等を活用しながら、原因の解明等の検証を行
　　い、事業計画の見直し（戦略・計画の修正や商品の改良等）のフォローアッ
　　プを実施し、改善したもので販路支援を行う。

（２）岩手県アンテナショップ物産展による販路開拓支援【年３回】
　　　大都市圏への伝統工芸品等の地場産品・特産品等の販路開拓を目指す
　　事業所に対して、東京・大阪・福岡にある岩手県アンテナショップにて物産
　　展を定期的に開催し、伝統工芸品等の地場産品の販路開拓支援を行う。
　　　なお、事前に事業者への説明会の実施や事業者と協議の上、需要を見
　　据えた商品の選定、アンテナショップと連携した大都市圏の消費者へ物産
　　展開催の広報活動の実施、事業者への当日のレイアウトや陳列や接客へ
　　のアドバイス、来場者の訴求効果が高まるようなチラシ（わかりやすい商品
　　紹介やレシピ・食べ方の工夫、使い方の工夫、企業情報等記載）の作成指
　　導など、売上の増加を図るための支援を行う。
　　　また、販路開拓支援を実施した後は、地場産品の魅力や販売手法等の課
　　題を抽出し、専門家等を活用しながら、原因の解明等の検証を行い、事業計
　　画の見直し（戦略・計画の修正や商品の改良等）のフォローアップを実施し、
　　改善したもので販路支援を行う。

（３）ＩＴを活用した販路開拓支援
　　　ＩＴを活用して、販路開拓を目指す事業者で、自社ホームページ等のＩＴを活
　　用していない小規模事業者に対し、奥州市内の企業の活性化を目的に市民
　　向けに当所で作成した「奥州情報サイト」へ掲載し、販路開拓支援を行うとと
　　もに、製造業向けに一部リニューアルし、販路開拓支援を行う。
　　　なお、販路開拓支援を実施した後は、ホームページへのアクセス数や掲載
　　内容、販売方法等の課題を抽出し、専門家等を活用しながら、原因の解明等
　　の検証を行い、事業計画の見直し（戦略・計画の修正・掲載内容の変更等）
　　のフォローアップを実施し、改善したもので販路支援を行う。

（４）マスメディアを活用した広報活動による販路開拓支援
　　　より多くの消費者へ新商品・新サービス等をＰＲしたい事業者に対しては、
　　新聞社・雑誌社・テレビ局等のマスメディアを活用した広報活動による販路
　　開拓支援を行う。新聞社・雑誌社・テレビ局等のマスメディアに取り上げても
　　らうためには、編集者や番組製作者の目に留まるような資料（プレスリリー
　　ス）が大切であり、そのために必要な書類を小規模事業者とともに作成する。
　　　なお、１度だけの情報発信では、マスメディアに取り上げられる可能性が少
　　ないので、切り口をかえた資料を作成するとともに、発信時期などを考慮しな
　　がら、定期的（年３回）に情報発信を行なっていく。
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令和３年度経営発達支援計画評価表

【評価】 Ａ：目標達成（90％以上） Ｂ：概ね達成（70～89％） Ｃ：半分程度達成（50～69％）
Ｄ：未達成（1～49％） Ｅ：未着手（0％）

Ⅱ．地域経済の活性化に資する取組

１．豊富な地域資源を有効活用して新たな地域ブランド確立 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

改良
見直し 2品

前回パッケージデザインを改良した「ガーデンハックルベリーどらやき」は贈
答品の定番として認知され、ふるさと納税の返礼品としても登録された。
新商品として期間限定ではあるがガーデンハックルベリーケーキやアイスを
開発し、人気を集めている。

A Ａ

商品
販売数
4,000個

約30,000個
ガーデンハックルベリーどら焼きの4月1日～3月31日までの売上は約30,000
個。

Ａ Ａ

２．街なか賑わいの創出事業 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

開催回数
12回

未実施
新型コロナウイルス感染症の影響により未実施。
【コロナの影響による未実施事業のため、評価対象外】

― Ｅ

出店者数
10者

未実施
新型コロナウイルス感染症の影響により未実施。
【コロナの影響による未実施事業のため、評価対象外】

― Ｅ

来場者
総数

6,000人
未実施

新型コロナウイルス感染症の影響により未実施。
【コロナの影響による未実施事業のため、評価対象外】

― Ｅ

開催
1回

6回

新型コロナウイルス感染症の影響により集客イベントは未実施であったが、
江刺地域の地元CATVと共同で地元飲食店やテイクアウト商品、お菓子を紹
介する番組を制作。全6回をCATVでの放送やYoutubeで配信し、好評を得
た。

A A

出店数
40者

18者 番組への出演店舗　小規模事業者18店舗 C C

来場者数
5,000人

―
新型コロナウイルス感染症の影響により集客イベントは未実施。

【コロナの影響による未実施事業のため、評価対象外】
― Ｅ

（１）四季折々の「旬の味」を活用した和洋菓子（スイーツ）の開発と販路開拓
　　　当奥州市では肥沃な風土が育てた、「いちご」「ブルーベリー」「りんご」「か
　　ぼちゃ」など、質の高い農産物が一年を通して収穫されている。これら四季
　　折々の「旬の味」を活用した和洋菓子（スイーツ）を農業団体や生産者、商工
　　業者との連携により商品開発を行い、新たな地域ブランドを確立し、新たな
　　需要の開拓を行う。

（１）まちなかオープンカフェの実施
　　　水沢区中心市街地にあるホテルのオープンカフェを活用し、毎月１回、地元
　　小規模事業者が扱う商品を菓子・麺類・郷土食などテーマ別に集め、商品を
　　販売することにより、商店街への来街者の増加を図り、賑わいを創出するとと
　　もに、地域小規模事業者の商品ＰＲの場を創出・提供し、販路開拓・売上拡
　　大が期待できるともに、来街者に対して消費喚起を促し、周辺商店街の飲食
　　業・小売業・サービス業等の小規模事業者の商業販売の強化に努めていく。

（２）ご当地グルメフェスティバル事業
　　　江刺区には今まで注目を浴びていなかった地域独特のグルメがあり、それ
　　らの掘りおこしを行い、あわせて情報発信のイベントを商店街で開催すること
　　により、賑わいの創出を図り、中心商店街の集客に繋げ、地元食材のＰＲ、
　　活用促進を行い、地域ブランド確立の一助とするとともに、地域小規模事業
　　者の商品ＰＲの場を創出・提供し、販路開拓・売上拡大が期待できるともに、
　　周辺商店街の飲食業・小売業・サービス業等の小規模事業者に対する消費
　　喚起を促し、商業販売の強化に努めていく。
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令和３年度経営発達支援計画評価表

【評価】 Ａ：目標達成（90％以上） Ｂ：概ね達成（70～89％） Ｃ：半分程度達成（50～69％）
Ｄ：未達成（1～49％） Ｅ：未着手（0％）

Ⅲ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組

内部評価 委員評価

B B

Ａ Ａ

Ａ Ａ

― Ｅ

内部評価 委員評価

Ａ Ａ

Ａ Ａ

内部評価 委員評価

Ａ Ａ

Ａ Ａ

Ａ Ａ

Ａ Ａ

１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 実績概要

（１）経営計画策定支援や販路開拓支援等の全般的な支援ノウハウ（年６回程度）
　　　岩手県下の商工会議所指導課長会議（年１回）及び経営指導員研修（年３回）、中小企業
　　整備基盤機構・いわて産業振興センター・税理士会等の他支援機関主催の会議・研修会
　　（年２回）へ積極的に参加し、県内及び全国における小規模事業者に対する経営計画策定
　　支援や販路開拓支援等の全般的な支援ノウハウ、取り組み事例、支援の現状や課題等に
　　ついて情報交換を行い、連携を行っていく。

新型コロナウイルス感染症の影響により経営指導員・経営支援員の研修会は中止となっ
た。
次の研修へ参加・派遣した。

県下商工会議所指導課長会議　1回、中小企業大学校研修　2回

（２）金融支援に関するノウハウの情報交換（年１回）
　　　日本政策金融公庫一関支店・岩手県信用保証協会奥州支所・水沢信用金庫・岩手銀行・
　　北日本銀行・東北銀行など市内金融機関との定期的な情報交換会に参加し、計画的な資
　　金の調達方法や使用方法等の支援ノウハウ、支援の現状や課題等の情報交換を行い、情
　　報の共有・連携を行っていく。

岩手県主催による新型コロナウイルス感染症に係る金融経済会議（4月・9月・11月・2月）に
4回出席し、金融機関等との情報交換を行なった。

（３）創業支援に関するノウハウの情報交換（年１回）
　　　先般、設立した「奥州市創業支援ネットワーク」の構成メンバーである奥州市・岩手県信用
　　保証協会奥州支所・水沢信用金庫・岩手銀行・北日本銀行・東北銀行など市内金融機関と
　　の定期的な情報交換会に参加し、施策の有効な活用方法や事業計画作成等の支援ノウハ
　　ウ、支援の現状や課題等について情報交換及び情報共有・連携を積極的に行っていく。

3月に市主催の金融機関を交えた中小企業支援施策の情報交換会に出席し、情報の収集
及び提供を行うほか、創業相談がある都度、市内金融機関や日本政策金融公庫一関支店
と情報共有を図った。

（４）事業承継支援に関するノウハウの情報交換（年１回）
　　　いわて産業振興センターや岩手県よろず支援拠点が共催で開催する事業承継会議に参
　　加し、岩手県事業引継ぎ支援センターや税理士会、弁護士と情報交換会を行い、施策の有
　　効な活用方法や事業計画作成等の支援ノウハウ、支援の現状や課題等について情報交換
　　及び情報共有・連携を積極的に行っていく。

新型コロナウイルス感染症の影響により、事業承継会議は開催されなかった。
【コロナの影響による未実施事業のため、評価対象外】

２．経営指導員等の資質向上等に関すること 実績概要

正副会頭会議において報告を行った。

（１）経営指導員等の個々の資質向上
　　　日本商工会議所・岩手県商工会議所連合会が主催する研修への参加に加え、中小企業
　　大学校の主催する研修会等に若手経営指導員等を毎年1名以上派遣し、計画策定や企業
　　診断等の支援能力の向上を図るほか、職員全員がＷｅｂ研修を受講し、小規模事業者支援
　　に必要な知識取得を行い、資質向上を図る。
　　　また、若手経営指導員・補助員・記帳専任職員については、巡回相談等の相談において、
　　ベテラン経営指導員とペアを組んで、相談者を支援すること等を通じて、指導及び助言内
　　容、情報収集方法等を学ぶなど、ＯＪＴにより伴走型の支援能力の向上を図る。

中小企業大学校主催の経営診断基礎研修へ1名、専門研修へ1名を派遣した。
ＯＪＴにより伴走型支援は、セミナー・個別相談会等で専門家が指導・助言する際に極力職
員が同席するなど専門家とのＯＪＴを実施している他、計画作成支援や申告相談時に実
施。

（２）組織全体の支援ノウハウの向上及び共有できる体制構築
　　　組織全体の支援能力の向上を目的に、経営指導員の他に、補助員・記帳専任職員も参
　　加し、各経営指導員が個社に対する経営状況の分析結果や実施した支援内容、今後の支
　　援内容や方向性を共有するために、四半期に１度２時間程度、情報交換会を開催し、支援
　　ノウハウの向上と共有を図る。
　　　また、経営分析の結果や事業計画の進捗状況等、個社毎の支援履歴、指導時の工夫や
　　専門家による支援内容等を電子カルテ「ＴＯＡＳ（商工会議所トータルＯＡシステム）」にその
　　都度入力し、個社に対する支援情報と支援履歴の管理、経営状況の分析結果や計画の進
　　捗状況による企業概要等を電子カルテ「ＴＯＡＳ（商工会議所トータルＯＡシステム）」により、
　　職員全員が閲覧できるようにするとともに、職員の異動時や退職時にも対応できるように体
　　制を構築し、職員全員での情報の共有を行う。

コロナ支援施策等の情報共有を図るとともに支援ノウハウ向上へむけた当所経営指導員
の連絡会議を2回開催。
支援内容等は電子カルテ｢ＴOAS（商工会議所トータルＯＡシステム）」で情報共有。

３．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること。 実績概要

（４）事業の成果・評価・見直しの結果を奥州商工会議所のホームページで計画期間中公表す
　　る。

奥州商工会議所ホームページにおいて評価結果を公開した。

（１）岩手県・奥州市・商工調停士・中小企業診断士等の外部有識者を含めた評価委員会を新
　　たに組織し、事業の実施状況、成果の評価・見直し案の提示を行う。

外部有識者を含めた評価委員会を開催し、評価・見直しを行った。

（２）評価委員会において、評価・見直しの方針を決定する。 定量的評価のほかに、定性的評価を加味して評価を実施

（３）事業の成果・評価・見直しの結果については、正副会頭会議へ報告し、翌年度の事業計画
　　に反映させていく。
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